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入院基本料等の栄養管理体制・褥瘡対策の基準に係る届出について及び 

厚生労働省「疑義解釈資料の送付について（その３）」の送付について 

 

 

平成２４年度診療報酬改定により、入院基本料等の算定においては、栄養管理体制の基準を

満たすことが新たに追加されるとともに、褥瘡対策の基準について、従来の要件に体圧分散マ

ットレス等に関する体制の整備を含めた「褥瘡対策の実施状況（届出前の１ヶ月の実績・状況）」

の届出（様式５）が必要となりました。 

そのため、平成２４年４月１日以降、入院基本料等の算定にあたっては、平成２４年３月  

３１日において、栄養管理実施加算に係る届出を行っていない保険医療機関は、栄養管理体制

の基準を満たしている場合には、基本診療料等の施設基準通知の別添７の様式５、管理栄養士

の配置について基準を満たさない場合は様式５の２を届け出る必要があり、また、平成２４年

３月３１日において、褥瘡患者管理加算に係る届出を行っていない保険医療機関は、別添７の

様式５による届出が必要となる旨、平成２４年３月２９日付け（保 282）「平成２４年度診療

報酬改定における届出の留意事項について」等により周知してまいりました。 

その後、有床診療所においては、栄養管理体制の基準に係る届出がない場合であっても、平

成２６年３月３１日までは栄養管理体制の基準を満たすものとみなす旨、通知の一部訂正が示

されたところであります。（平成２４年４月２４日付け（保 16）「平成２４年度診療報酬改

定関連通知の一部訂正について」参照） 

一方、褥瘡対策の基準につきましては、平成２２年度診療報酬改定の際に届け出ていた場合

であっても、先にも述べたとおり、平成２４年３月３１日において、褥瘡患者管理加算に係る

届出を行っていない保険医療機関においては、別添７の様式５を届け出る必要がありますが、

特に有床診療所においては、現時点で届出が遅れているとの報告をいただいております。 

褥瘡対策の基準のうち、別添７の様式５の「（１）褥瘡対策チームの活動状況」につきまし

ては、平成２２年度診療報酬改定の際に届出されている場合であっても、改めて届け出ていた

だく必要があります。 

なお、病院の栄養管理体制の基準に係る別添７の様式５及び様式５の２の届出、病院及び有

床診療所の褥瘡対策の基準に係る別添７の様式５の届出の提出期限につきましては、５月３１

日（木）までに行われれば、４月１日に遡って適用されますので、よろしくご対応のほどお願

い申し上げます。 



また、別添のとおり、厚生労働省より「疑義解釈資料の送付について（その３）」が発出さ

れましたので、取り急ぎご連絡申し上げます。 

この疑義解釈資料（その３）において、褥瘡対策の基準のうち「（２）褥瘡対策の実施状況

（届出前１ヶ月の実績・状況）」の①～④については、実施していない場合には記載不要であ

り、⑤体圧分散マットレス等に関する体制の整備状況について、届出時点の体制を記載するこ

ととされております。 

さらに、体圧分散マットレス等の必要物品につきましては、必ず保険医療機関で購入する必

要はなく、速やかに使用できる体制を整えていれば、保険医療機関が費用を負担してレンタル

やリースで対応することも可能であることが示されております。 

つきましては、平成２４年３月３１日において、褥瘡患者管理加算に係る届出を行っていな

い病院・有床診療所、栄養管理体制の基準に係る届出を行っていない病院におかれましては、

入院基本料等を算定するにあたり、５月３１日（木）までに、褥瘡対策の基準にあっては別添

７の様式５、栄養管理体制の基準にあっては別添７の様式５又は様式５の２の届出が必要とな

りますので、貴会会員への周知方よろしくご高配のほどお願い申し上げます。 

 

 

〈添付資料〉 

１．平成２４年度診療報酬改定における入院基本料等の栄養管理体制及び褥瘡対策に係る 

届出について 

（平 24.4.27 事務連絡 厚生労働省保険局医療課） 

２．疑義解釈資料の送付について（その３） 

 （平 24.4.27 事務連絡 厚生労働省保険局医療課） 

 



事 務 連 絡

平 成 2 4 年 ４ 月 2 7 日

各地方厚生（支）局医療課 御中

厚生労働省保険局医療課

平成24年度診療報酬改定における入院基本料等の栄養管理体制及び褥瘡対策に係る届

出について

平成24年度診療報酬改定については、「診療報酬の算定方法の一部を改正する件」（平

成24年厚生労働省告示第76号）等の関係告示等が公布され、その円滑な施行に御尽力

いただいているところですが、入院基本料等の栄養管理体制及び褥瘡対策に係る届出

については、各医療機関からの届出状況等に鑑み、下記のとおりと致しますので、そ

の取扱いに遺漏なきを期されたい。

記

１．平成24年３月31日時点において「栄養管理実施加算」の届出を行っていない病院

であって、入院基本料の栄養管理体制に係る届出（様式第５）又はその猶予の届出

（様式第５の２）を行うものについては、４月１日に遡って算定するための提出期

限は、５月31日（木）までとすること。

なお、診療所については様式第５の２の届出は不要としているところ。

また、管理栄養士の離職又は長期欠勤に伴う様式第５の３の届出は引き続き必要

であること。

２．平成24年３月31日時点において「褥瘡患者管理加算」の届出を行っていない医療

機関であって、入院基本料等の褥瘡対策に係る届出（様式第５）を行うものについ

ては、４月１日に遡って算定するための提出期限は、５月31日（木）までとするこ

と。



事 務 連 絡

平成24年４月27日

地 方 厚 生 ( 支 ) 局 医 療 課

都道府県民生主管部（局）

国民健康保険主管課（部） 御中

都道府県後期高齢者医療主管部（局）

後 期 高 齢 者 医 療 主 管 課 ( 部 )

厚生労働省保険局医療課

疑義解釈資料の送付について（その３）

「診療報酬の算定方法の一部を改正する件」（平成24年厚生労働省告示第76

号）等については、「診療報酬の算定方法の一部改正に伴う実施上の留意事項

について」（平成24年３月５日保医発0305第１号）等により、平成24年４月１

日より実施することとしているところであるが、今般、その取扱いに係る疑義

照会資料を別添１から別添５のとおり取りまとめたので、参考までに送付いた

します。



医科 - 1

〈 別 添 １ 〉

医科診療報酬点数表関係

【入院基本料（病院）】

（問１） 新７対１の要件のうち、看護配置が満たせずに７対１（経過措置）の届出

を行った医療機関は、その後、新７対１の要件を満たすこととなったとして

も、現在の７対１（経過措置）から直接、新７対１の届出を行うことはでき

ないのか。また、平成26年３月31日までに新10対１の届出を行った上で、そ

の後新７対１の実績要件を１か月間満たせば、新７対１を届出できるのか。

（答） 看護配置が満たせない場合、７対１（経過措置）から直接、新７対１の届出を行う

ことはできない。また、新10対１の届出を行った後、新７対１の届出を行うため

には、通常の１か月ではなく、３か月間の新７対１としての実績要件が必要にな

る。

（問２） 入院基本料等の施設基準の届出に当たっては、届出前１か月の実績が求め

られているが、平成24年３月31日において、褥瘡患者管理加算に係る届出を

行っておらず、改めて様式５を用いて届出を行う場合にも、届出前１か月の

実績が必要なのか。

（答） 実績は必要ないが、平成24年４月20日の「疑義解釈資料の送付について（そ

の２）」別添１の問１の回答にあるような体制を整えておく必要はある。様式５

にある「（１）褥瘡対策チームの活動状況」についての記載は必要であるが、「(２)

褥瘡対策の実施状況（届出前の１ヶ月の実績・状況）」①～④については、実施

していない場合には記載は不要である。なお、⑤体圧分散マットレス等に関する

体制の整備状況については、届出時点の体制を記載すること。

（問３） 各保険医療機関において体制を整備しなければならないとされている褥瘡対策

について、体圧分散マットレス等の必要物品は、必ず保険医療機関が購入し

なければならないのか。

（答） 体圧分散マットレス等の褥瘡対策に必要な物品については、レンタルやリースでも差

し支えないが、その費用については保険医療機関が負担するものであり、褥瘡に関す

る危険因子のある患者及び既に褥瘡を有する患者の発生時に速やかに使用できる体

制を整えておくこと。



医科 - 2

【入院基本料等加算】

（問４） A214看護補助加算１は、 A103精神病棟入院基本料やA106障害者施設等入院

基本料の13対１を算定する病棟においても算定要件を満たせば、届出するこ

とは可能なのか。

（答） 届出するためには、一般病棟用の重症度・看護必要度に係る評価票を用いて患者

の状態を評価する必要があるが、当該評価票は一般病棟以外の病棟を評価対象とし

ていないことから、届出はできない。

（問５） A238退院調整加算については「疑義解釈資料の送付について（その１）」（平

成22年３月29日医療課事務連絡）問72によれば、退院調整に関する５年間以

上の経験を有する者については、当分の間、退院調整加算の要件である「看

護師又は社会福祉士」として認めて差し支えないとあるが、平成24年度改定

後も、当該取扱いは認められるのか。

（答） そのとおり。

（問６） A238退院調整加算において、退院困難な要因を有する患者については、入

院後７日以内に退院支援計画の作成に着手することとあるが、何をもって着

手というのか。

（答） 入院後７日以内に退院支援計画書に必要な内容のうち記載可能な項目（病棟、

病名、患者以外の相談者、退院支援計画を行う者の氏名、退院へ係る問題点、退

院に向けた目標設定、支援期間等）を記載し、退院支援計画着手日を退院支援計

画書に記載していればよい。なお、７日以降に変更があった場合には、該当部分

を変更し、変更日を記載すること。

（問７） A314認知症治療病棟入院料の注２やA312精神療養病棟入院料の注５に規定

する退院調整加算に係る「退院支援部署」は、A238退院調整加算に必要な「退

院調整部門」と同一でもよいのか。

（答） そのとおり。ただし、退院調整加算と認知症治療病棟や精神療養病棟の退院調整加

算についてはそれぞれに必要な人員を確保すること。



医科 - 3

【移植後患者指導管理料】

（問８）B001-25 移植後患者指導管理料の施設基準にある造血幹細胞移植に従事し

た経験を有する専任の常勤看護師に求められる「移植医療に係る適切な研修」

とは、どのようなものがあるか。

（答） 現時点では、以下の研修であり、その研修時間の合計が10時間以上の場合、

届出を行うことができる。

・ 日本造血細胞移植学会が主催する看護教育セミナー

また、今後開催が予定されている、以下の研修もその対象となる。

・ 日本造血細胞移植学会が主催する、造血細胞移植後フォローアップのた

めの看護師研修会

（問９）B001-25 移植後患者指導管理料の施設基準にある移植医療に従事した経験

を有する専任の常勤看護師に求められる「移植医療に係る適切な研修」とは、

どのようなものがあるか。

（答） 「疑義解釈資料の送付について（その２）」（平成24年４月20日事務連絡）の

他、以下の研修が該当する。

・ 日本移植コーディネーター協議会が主催する日本移植コーディネーター

協議会（ＪＡＴＣＯ）総合研修会

【在宅療養支援診療所等】

（問10）複数の医療機関で地域における在宅療養の支援に係る連携体制を構築し、

在宅療養支援診療所となる場合、患家に提供する在宅支援連携体制を構築す

る保険医療機関間で一元化した24時間直接連絡がとれる連絡先電話番号等は

一でなければならないか。

（答） 原則として患家に提供する24時間直接連絡がとれる連絡先電話番号等は一と

する。ただし、曜日、時間帯ごとに担当者が異なる場合には、それぞれ曜日、時

間帯ごとの担当者を明示したうえで、患家がその他の担当者に連絡した場合であ

っても留守番電話等により担当者の案内を行うなど、対応に配慮を行うことで、

切れ目なく24時間直接連絡が取れる体制を確保している場合に限り、複数の連絡

先を提供しても差し支えない。



医科 - 4

【E200 コンピューター断層撮影（ＣＴ撮影）】

（問11）遠隔画像診断による画像診断を第４部画像診断の通則６号本文に規定する

保険医療機関間で行う際に、受信側の保険医療機関が画像診断管理加算２の

施設基準の届出を行っているが、送信側の保険医療機関が画像診断管理加算

２の施設基準の届出を行っていない場合であって、送信側の保険医療機関が

64列以上のマルチスライスCT装置を用いて撮影を行った場合、「E200 コンピ

ューター断層撮影（ＣＴ撮影）」の「１ ＣＴ撮影」の「イ 64列以上のマル

チスライス型の機器による場合」は算定できるか。

（答） 算定できない。

【E202 磁気共鳴コンピューター断層撮影（ＭＲＩ撮影）】

（問12）遠隔画像診断による画像診断を第４部画像診断の通則６号本文に規定する

保険医療機関間で行う際に、受信側の保険医療機関が画像診断管理加算２の

施設基準の届出を行っているが、送信側の保険医療機関が画像診断管理加算

２の施設基準の届出を行っていない場合であって、送信側の保険医療機関が

３テスラ以上の機器を用いて撮影を行った場合、「E202 磁気共鳴コンピュー

ター断層撮影（ＭＲＩ撮影）」の「１ ３テスラ以上の機器による場合」は算

定できるか。

（答） 算定できない。



DPC - 1

〈 別 添 ２ 〉

医科診療報酬点数表関係（ＤＰＣ）

５．診療報酬の算定

（問５－３）180日超の長期入院患者に係る選定療養の対象であるか否かを

判断する場合には、包括評価の対象期間は180日の日数に含めるの

か。

（答） 180日超の長期入院患者に係る選定療養は、「通算対象入院料」の算

定日数に応じて判断するため、包括評価の対象期間は180日の日数に含

めない。

（問５－４）一般病棟に90日を超えて入院する患者であって、厚生労働大臣

の定める状態でない患者（特定患者）については、包括評価による

点数の算定にあたってどのように取り扱うのか。

（答） 入院日Ⅲを超えている場合等、医科点数表により診療報酬を算定して

いる患者が特定患者に該当する場合は、特定入院基本料を算定する。包

括評価による診療報酬を算定している場合は、特定患者に該当する場合

であっても診断群分類点数表の通りに算定する。なお、90日の日数は、

当該病棟に入院した日を起算として、包括評価の対象期間も含めて算定

する。



歯科 - 1

〈 別 添 ３ 〉

歯科診療報酬点数表関係

【歯科矯正】

(問１) 平成24年度歯科診療報酬改定において、別に厚生労働大臣が定める先天性疾患

等の範囲が拡大されたが、平成24年３月末日まで既に自費診療にて矯正治療を行

っていた場合であって、平成24年４月以降においても継続して当該歯科治療を行

う場合の取扱い如何。

（答） 平成24年度歯科診療報酬改定において、別に厚生労働大臣が定める疾患として

新たに追加された疾患については、平成24年４月１日以降に、歯科矯正セファロ

分析、口腔内写真、顔面写真等による分析結果や評価等を踏まえた上で、治療計

画書を患者に提供し、歯科矯正診断料を算定した場合にあっては、当該疾患に係

る歯科矯正治療は保険給付の対象となる。なお、この場合においては、診療報酬

明細書の「傷病名部位」欄に当該疾患名を記載し、自費診療からの保険診療へ移

行した旨を「摘要」欄に記載すること。

【診療報酬明細書】

(問２) 診療報酬明細書の全体の「その他」欄または「摘要」欄の記載にあたり、歯科

訪問診療を実施した場合は、患者の状態を記載することになっているが、どのよ

うな内容を記載するのか。また、歯科訪問診療の都度、当該内容を記載する必要

があるのか。

（答） 診療報酬明細書の記載については、主治の医師や家族等からの情報により、歯

科訪問診療を受ける患者の状態が客観的に判断できる内容（例：脳梗塞で通院困

難）で差し支えないこと。なお、当該内容については、同一月内で２回目以降に歯科

訪問診療を実施する場合であって、患者の状態に変化がない場合は記載を省略し

ても差し支えない。



歯科 - 1

〈 別 添 ４ 〉

調剤報酬点数表関係

【基準調剤加算】

(問１) 基準調剤加算を算定する保険薬局は、特定の保険医療機関の休憩時間に応じた

一時閉局となっていないことが求められるとあるが、平日の日中に閉局日を設定

している場合についてはどのように解釈すべきか。

（答） 基準調剤加算における開局時間に関する基準要件は、地域の保険医療機関や患

者の需要に対応できるよう、特定の保険医療機関からの処方せん応需のみに対応

したものとなっていないことを求めているものである。

したがって、平日（土曜日を含む。）の日中の時間帯（時間外加算の対象とな

る時間以外）については、特定の保険医療機関の休憩時間に応じた一時閉局とは

なっていないとしても、診療時間外や休診日（半日もしくは全日）と完全に合わ

せて閉局している場合には、基準調剤加算の開局時間に係る要件は満たさないも

のとして取り扱う。

ただし、①当該保険薬局における特定の保険医療機関に係る処方せんによる調

剤の割合が70%以下である場合、②当該閉局時間もしくは当該閉局日を活用して在

宅薬剤管理指導を恒常的に実施している場合、③特定の保険医療機関は休診して

いるにもかかわらず日曜日も開局している場合、または、④当該薬局における１

週間の総開局時間が特定の保険医療機関の１週間の総診療時間（休憩時間を含

む。）を超えている場合は、この限りでない。

【自家製剤加算、計量混合調剤加算】

(問２) ６歳未満の乳幼児（以下単に「乳幼児」という。）の調剤のために、矯味剤等

を加えて製剤した場合や微量のために賦形剤・矯味矯臭剤等を混合した場合に

は、自家製剤加算又は計量混合調剤加算を算定することができるとされている

が、当該加算は、乳幼児ごとにその必要性を適切に判断した上で行われるもので

あって、すべての乳幼児に対して一律に算定できるものではないという理解で良

いか。

（答）貴見のとおり。



訪問看護 - 1

〈 別 添 ５ 〉

訪問看護療養費関係

（問１）訪問看護基本療養費を算定している利用者Ａと精神科訪問看護基本療養費

を算定している利用者Ｂは、同一建物に住む親子で同じ訪問看護ステーショ

ンを利用しているが、同一日にそれぞれが訪問を受けた場合には、同一建物

への訪問費用として、Ａからは訪問看護基本療養費(Ⅱ)、Ｂからは精神科訪

問看護基本療養費(Ⅲ)を徴収するのか。

（答） そのとおり。

（問２）「在宅患者訪問点滴注射管理指導料を算定している者」は、この管理料が算

定できる週において、４日以上の訪問が可能ということになるのか。

（答） そのとおり。

（問３）特別管理加算は「指定訪問看護に関し特別な管理を必要とする利用者」の

場合に算定可能とされているが、BIPAPやCPAPを装着している患者の場合、特

掲診療料の施設基準等別表第８の各号に掲げる者として当該加算を算定して

もよいか。

（答） そのとおり。

（問４）精神科訪問看護基本療養の届出を行う際に求められている「（４）専門機

関等が主催する精神保健に関する研修」に日本精神科看護技術協会主催の「厚

生労働省精神科訪問看護従事者養成研修事業 みんなで取り組む精神科訪問

看護セミナー（平成22年度～２日間）」及び「精神科訪問看護研修会～基礎編

（５日間）」は該当するのか。

（答） 後者の「精神科訪問看護研修会～基礎編（５日間）」のみ該当する。
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